
2C7 産学官研究コンソーシアム 形成における 共創的環境構築に 関する研究 
- ヘルスケ ア 分野における 試み - 

0 谷口邦彦，小川裕 策 ，脇坂啓司，片山美 絵 ，土鳩 達史 ，沓付陽代 ( 大阪科学技術センタ づ 

1 . はじめに 

「科学技術基本法」 の成立、 「科学技術基本計画」 の閣議決定以降、 その後の 

具体的施策の 中で、 制度面では各種の 規制緩和、 競争的環境の 醸成が進められ、 

その一環として 各省庁で 「提案公募型研究開発制度」 が展開されており、 この中 

では特に産学官の 連携の重要性が 指摘されている。 

科学技術庁と 通商産業省を 主務官庁とする 大阪科学技術センター ( 0 S T E C ) 

では、 産業団体としてこれらの 制度が活きるために 諸制度の普及・ 広報活動に加 
えて、 応用分野のニーズの 発掘、 諸制度への応募に 向けた課題づくり、 研究成果 

の フィードバックなどが 円滑に進められる 仕組みづくりの 強化が必要であ ると 考 

えている。 

0 S T E C の今までの事業形態と 課題を整理し、 賛助会員企業や 地域の産業界 
にも満足いただける 事業構築をより 多くの関心を 持つ方々のアイディアを 集積す 

る形で進めるべき 時期と考え、 ここでは 「ヘルスケア 分野」 を対象に、 その 仕組 

みづくりに取り 組み所定の成果を 上げたので報告する。 

2 . 0 S T E C におけるプロジェクトづくりの 手順と課題 

2 一 1 . 従来の技術開発関連活動の 進め方 

センターが設立された 1 9 6 0 年以降 1 9 8 0 年代初位までは、 下記のような 

背景の下、 特定のハイテク 分野や関西地域に 構築されるプロジェクトの 事前共同 

調査などを主体とした 事業で産業界からも 支持を得ていた。 

く 主な科学技術・ 産業技術に関わる 活動の背景 ノ 

① 産業界の科学技術情報収集活動の 補完機能 

② 産業界の中長期の 課題への取り 組み姿勢 

③ 産業界の 「いずれ役に 立つであ ろう」 人脈形成と交流への 投資姿勢 

④ 産業界の総合経営的な 発想と同調の 風潮 

⑤ 関西地域における 相次ぐ新規プロジェクト・ 新規施設建設 

( 1 ) 自主共同調査研究 
特定のテーマの 下、 産業界からの 事業協賛金を 財源として、 調査研究を推進、 

する中で、 産学官の交流と 共同作業を通じて、 機運の醸成を 図り、 今後の事業 

推進に資する 調査報告書を 作成する。 関西地区に多く 誘致がされた 「光量子」 

関連の施設・プロジェクト ( 大型放射光研究施設く S P r i n g 一 8 ノ 、 国際 

高等通信研究所・ 自由電子レーザー 研究所、 イオン工学研究所など ) は典型的な 

事例であ る。 
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( 2 ) 委託調査研究 
自主共同調査研究を 通じて集積ができると、 前記のような 関連プロジェク ト 

に 関わる技術や 市場に関する 調査委託が国や 地方自治体など 関連の機関から、 

寄せられる段階に 至り、 通常、 調査委員会は 学の識者を委員長に 構成される。 

( 3 ) プロジェク トづく り 

さらにフェーズが 進むと、 実際のプロジェクトづくりの 母体になるような 機 

関や組織を支援し 、 時には、 共にプロジェク トづくりを推進することにより、 

関連機関との 連携などより 効果的なネットワークの 形成がされていく。 このよ 

うなステップで 共同調査研究が 機能するのは、 一企業では取り 組めないような 

かなり大規模技術やプロジェクトであ り、 その数は減少しつつあ る。 

2 一 2 . 課題 

前項でも触れたが   前項のようなスキームが 機能する背景が 変化しっ っ あ り、 

その変化に即したスキームの 創出が必要であ ると考える。 主な変化は下記の 通り。 

① 大企業のグローバル 化進展と関心事のシフト 
② 新規プロジェクトの 減少 

③ 総合経営的な 発想からコアコンピタンス 認識に基づく 企業の関心事の 個別化 

④ ②③などを背景に 共通の調査研究課題の 減少 

⑤ 産業界の中長期の 課題への取り 組み姿勢から 近未来課題への 関心事のシフト 
⑥ 研究開発型中堅・ 中小企業活性化要請の 台頭 

の 提案公募型などの 競争的施策整備の 進展 

3. 0 S T E C の へ ルスケア分野への 取り組みの経緯と 蓄積 

0 S T E C の へ ルスケア分野への 取り組みは、 1 9 9 0 年 9 月に関連する 官学 

の 識者をオブザーバーとする へ ルスケア産業フォーラムを 設立して、 共同活動を 

開始したことに 始まる。 その後の活動は 大きく 3 期に分けられる。 

( 1 ) 第 Ⅰ 期 ( 1 9 9 0 年 9 月～ 1 9 9 3 年 7 月 ) 

「医療」 「福祉」 に関する全般的な 情報収集・情勢把握。 主として、 産学官 

の 識者による講演会と 交流方式。 

( 2 ) 第 Ⅱ 期 ( 1 9 9 3 年 1 0 月～ 1 9 9 7 年 3 月 ) 

ヘルスケア分野の 情報収集と新メンバーへのサービスのため、 講演会の形を 

残しつつ、 ヘルスケア関連プロジェクトへの 取り組みや特定分野単位の 分科会 

方式を互 付 して設定。 下記分科会の 内、 2 分科会が引き 続き活動している。 

① ヘルシーライフ 機器分科会 : 「健康度」 評価の研究動向 (, 9 4 ～， 9 5 ) 

「免疫系を指標とした 健康度の評価システムに 関する調査研究」 を大阪大学医 

学部と連携して 実施した。 その結果、 メンタルケアの 評価指標としてがん 免疫 

力 を示す N K 細胞活性 ( ナチュラルキラー 細胞活性 ) や I gE ( アレルギー ) などと 

ライフスタイルとの 関係に関する 研究動向をまとめ、 その内、 N K 活性につい 

ては阪神・淡路大震災後の 被災者のメンタルケ ア の研究に威力を 発揮した。 " 。 
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② ヘルスケアコミュニテイ 分科会 : 「健康情報発信基地」 構想 (, 9 4 ～ ) 

平成 1 3 年度に建設が 予定されている 大阪府健康科学センター ( 仮称 ) の企画 

0 円、 「健康情報発信基地」 構想への取り 組みを中心に 全体推進の支援活動と 

ともに、 一部の機能については 適切な産業界の 参加を促進している。 " 。 

③ ウエルフェアテクノハウス 分科会 (, 9 5 ～ ) 

通商産業省、 新エネルーギ 一   産業技術総合開発機構の 在宅福祉機器、 高齢 

者対応住宅の 研究開・ 発 推進施設 「ウェルフェアテクノハウス」 においてこれら 

の 分野に関わる 調査・研究開発に 産学官のメンバ 一で取り組んでいる。 

( 3 ) 第 Ⅲ 期 ( 1 9 9 7 年 4 月～ ) 

高齢者特に健常高齢者の 生きがいと生活環境に 関して 9 7 年度に実施した 

「長寿健康社会システムの 在り方に関する 調査研究」 をもって、 若者から高齢者 

に 至るまでの心身に 亘る 健康問題の全貌の 調査を終え、 9 8 年度は 「産学官の 

パートナーシップによる へ ルスケアに関連する 課題解決」 をモット一にして、 

冒頭に述べた 諸制度への応募活動に 向けて、 分科会単位または 関心課題単位の 

共同研究グループを 作り出す活動を 推進することとした。 この仕組みについて 

今回報告するものであ る。 

4. 今までに体検してきた 共創的環境の 事例からの教訓 

筆者の内、 谷口は産業界における R & D マネジメントの 体験があ り、 この体験 

の中で、 参加者の知識・ 智 恵を如何に効果的に 集約して行くか、 即ち、 参加者に 

よる共創的な 環境づくりを 課題として取り 組んできた。 これらの体験から 今回の 

企画に当たって 共創的環境を 構築する教訓をまとめる。 

4 一 1 . 比較事例と基本的な 組織目的 今回比較する 事例は下記の 5 例で、 A 、 B は企業内の経営システム、 C 、 D ｜ ま 

0 S T E C 内のプロジエクトであ り、 E は今回のプロジェクトであ る。 

A. 研究管理システム : 人 と組織との融合による 合意形成。 " 

B. 企業内研究報告会 : 企業内研究成果の 効果的な技術移転・ 獲得の場 

C. A T A C : 中小企業の課題解決のための 集団による共創的環境。 。 口 " 

D. 地震防災総合研究 : 具体的なプロジェクトづくりと 推進 

限られた期間における 多数の方との 共同研究プロジェクト。 " 

E. ヘルスケアプロジェクト : 公益法人内で、 関係者の知識を 共有しつつ 

継続的に研究開発課題を 生み出して行く 組織的活動 

レ 2. 共創的環境という 視点からの分析 
共創環境構築の 要件として、 本田技研工業 ( 株 ) の久米 是志 氏は下記の 3 点を挙 

げておられる。 。 ㌧ そこで、 前記のプロジェクトについてこの 要件に関して、 属性 

を分析してみると 第 1 表ように整理できる。 

いずれのプロジェクトも 久米 民の グループのような 共創環境を作り 上げるには、 

何らかの 「 場 」 の設営と促進ツール ( 制度 ) を開発してきたと 考える。 この主な事 

項を、 4 一 3 に纏め、 E については、 第 5 項に詳細を纏める。 いずれのプロジェ 

ク ト も千人規模の 参加者を対象とするものであ る。 
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表 1. 共創という視点からプロジェクトの 属性比較 

A  B  C 

㈲共通の目的を 持っていること 
企業取共通の 目的 ) 0@ 0 
公益法人肉 ( 共通の目的 ) O 
公益法人肉 ( 共通の目的 十 利害の衝突 ) 

("i) 異質の人が集まっていること 
各層の参画 ( 幹部・マネジャー・ 研究員 他 )  0  0 
異なる母体からの 出身者 O 
小集団活動 0 0 0 

(ini) 平等であ ること 

公益性とプライバシー 
公益性と企業機密 O 

4 一 3. 共創環境の構築を 促進するツール ( 制度 ) の開発 

A 、 B は企業内の経営システムであ るので、 如何にして関係者に 情報が平等に 
行き渡るかがポイントであ り、 C 、 D はプロジェクト 推進者と特定の 契約当該者 

との間の機密保持 や プラバシーがポイントであ るが． E は不特定多数の 賛助会員 

への公開性と 分科会・共同研究グループとの 機密性との整合性が 大きなポイント 
であ る。 

く 共創環境を促進するツール ( 制度 ) の事例 ノ 

A. 研究管理システム : テーマ分類 R I C  K K  D M 

B. 企業内研究報告会 : 幹部の日程 ポスタ一発表 ラボ ッ プ一 口頭報告 

デモンス トレーション 懇親パーティ 

C. A T A C : コンサル契約 全員による契約課題の 定期的共同レビュー 

契約担当コア ( 2 ) + A T A C メンバー ( 2 5 ) 十 動員可能 ( 1 0 0 0 ) 

D. 地震防災総合研究 : 調査研究企画 ポテンシャル 母集団の編成 

質問票の配布と 収集方法 年度報告会 ( コアメンバ一 ) 

E. ヘルスケアプロジェクト : 公開性、 会員制、 機密性 

事前案内 ( 月刊機関誌 八 見学会・講演会 ( 賛助会員公開 八 アンケート   

フ オーラムニュース ( フ オーラムメンバ 一八 定例研究会 ( メンバ一八 

分科会 (W T H 、 コミュニテイ ) 、 W G 

高齢者・ 身障者モニタ 一 関連団体との 連携 

5 , ヘルスケア分野における 共創的環境の 構築 

ヘルスケア産業フォーラムの 推進環境として   図 1 のスキームを 設定している 

が 、 今回の 「促進ツール」 の大きなポイントは 「共通の目的を 持っていること」 

に 関しては、 公益法人肉故に 公開性を保ちつっ、 共通目的に加えて 利害はあ り、 

「平等であ ること」 に関しては、 如何に賛助会員としての 平等性 とフ オーラム メ 

ンバーとしての 利害との差別化、 共同研究グループの 機密保持であ った。 
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図 1  「ヘルスケア 産業フォーラム」活動スキーム 

提案公募 

    ( フォーラム   メ ンパ一 ) 

「 " 一 " 一 " 一 " 一 " 一 " 一 ‥ 一 " 一 " 一 " 一   
  く 分科会 ノ 

  ①②③   0 ウェルフェアテクノハウス 分科会 (wTH) 

  テーマ別研究バループ   
0 ヘルスケアコミュニティ 分科会 (HCC) 

  高齢者モニタ 0 長寿健康社会システム 分科会 (HAS) 
    WTH HCC HAS     
    

      高齢者関連団体 @  く 定例研究会 ノ 
分 科 会 

    0 分科会活動報告 

    く 広報 ノ 0 トピックス 

  定例研究会   「 the  Ⅰ ORUM  NEWSJ  0 意見交換 

  ( 随時 )   講師、 学識経験者 
一 "" 一 " 一 "" 一 "" 一 "" 一 "" 一 " 一 "" 一 " 一 "" 一     会員相互   

  見学会・ 構 溝金   
「 the  OSTEC 」 

  
( 月干 l])   

( 1 ) 事前案内および 広報 く 賛助会員への 広報 ノ 

次項の見学会・ 講演会および 定例研究会を、 賛助会員むけには、 月刊機関誌 

" the O S T E C " への掲載で、 全賛助会員への 公平な広報活動としている。 

( 2 ) 見学会・講演会 く O S T E C 賛助会員へ公開 ノ 

「ヘルスケア 産業 フ オーラム」 の活動内容を 広く賛助会員に 理解いただく 機会 

とするために、 次項のメンバ 一対象の定例研究会と 同じ日に開催し、 また、 こ 

0 分野の活動の 今後の企画に 対する意見をアンケートで 収集する。 

( 3 ) 定例研究会 く フォーラムメンバ 一による競争前段階の 情報の共有 ノ 

第 (2 ) 項の見学会・ 講演会の後、 フォーラムメンバーとは 下記の活動を 設定。 

必要により、 随時 " F O R U M  N E W S " ( 電子メール、 F A X ) の発信。 

① 第 (4 ) 項の分野別分科会の 進捗報告 

② トピックスに 関する詳細な 情報提供 

当 ③ 日の見学会、 講演会に関わる 意見交換 ( 講演者および 相互交換 ) 

④ 今後の企画に 関する意見交換 
(4 ) 分野別分科会 く 分科会メンバ 一による特定分野の 共通課題の共同研究 ノ 

現在、 下記の分科会が 活動しており、 将来、 高齢化問題に 取り組むために、 

「長寿健康社会システム 分科会」 の設定を計画中であ る。 

① ヘルスケアコミュニティ 分科会 

健康科学センタ 一の 「健康情報発信基地」 機能に関する 共同研究と基地 構 

築 に対する産業界としての 支援・参画に 関わる情報収集に 取り組んでいる。 

② ウェルフェアテクノシステム 分科会 

「高齢者・障害者福祉機器システム」 の共同開発活動に 取り組んでいる。 
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( 5 ) 課題 別 共同研究グループ ( 提案公募制度に 向けたプロジェクトづくり ) 

ウェルフェアテクノハウス 分科会内に既に 5 つ共同研究グループを 設定の上   

関連の研究開発制度に 応募しており、 ヘルケアコミュニティ 分科会の中にも、 

近々 数 グループ設定する 予定であ る。 

( 6 ) 高齢者   身障者モニターおよび 高齢者関連団体との 連携 

高齢者   身障者に関わる 課題については、 当事者から常にアドバイスを 得る 

ことができることが 重要であ るという認識から 設定しているものであ る。 

6 .  むすぴ 

利害が必ずしも 共通でない公益産業団体の 中において、 多様な関心のあ る人の 

知識や体験を 広範に集めっ っ ， かっ、 継続的に排他的な 性格を持っ具体的な 研究 

開発課題を生み 出して行く共創的環境の 構築を筆者が 今まで体験したプロジェク 
トの分析の上に 立って、 ヘルスケアプロジェク トを例として 設計した。 

今回の促進ツールの 一番大きなポイントは 「共通の目的を 持っていること」 に 

関しては、 公益法人肉故に、 賛助会員間に 共通目的と併せて 利害があ ることと、 

「平等であ ること」 に関しては、 如何に不特定多数の 賛助会員への 公開性と平等 
性の確保とフォーラムメンバー、 分科会・共同研究グループとの 機密性との整合 

性の確保であ った。 

今回はへルスケア 分野で、 継続的に研究開発課題を 生み出していく 仕組みとし 

て 、 共創的環境の 構築という視点で 取り組んだが、 それぞれのプロジェクトに ふ 

さわしい 「 場 」 と促進ツールの 開発により、 他の分野にも 展開が可能と 考える。 

最後に、 「共創」 という概念をご 示唆いただいた 権 田舎 治 教授ならびにまとめ 
に 当たってご助言をいただいた 丹羽 清 教授に深謝いたします。 
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